
平成 16年 3月期    個別中間財務諸表の概要 平成 15年 11月 14日

上   場   会   社   名       株式会社田村電機製作所 上場取引所東

コード番号       6712 本社所在都道府県

（ＵＲＬ　http://www.tamra.co.jp） 東京都

代     表     者 役職名 代表取締役社長

氏   名　　　　　　　　　　　　　　吉岡  正紀

問合せ先責任者役職名 執行役員　経理部長

氏   名　　　　　　　　　　　　　　鈴木　譲 TEL (03) 3493 - 4972
中間決算取締役会開催日　　平成 15年 11月 14日 中間配当制度の有無　　無
中間配当支払開始日　　      平成   年   月   日 単元株制度採用の有無　有(１単元　1,000 株)

１. 15年 9月中間期の業績（平成 15年 4月 1日 ～ 平成 15年 9月 30日）
(1)経営成績

　　　　  売   上   高 　   　 営　業　利　益 　　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

15年 9月中間期 12,897 △ 2.3 593 4.2 458 90.8
14年 9月中間期 13,194 15.1 569 - 240 -
15年 3月期 27,623 2,027 1,457

     中間(当期）純利益 　      １ 株 当 た り 中 間
         ( 当 期 ） 純 利 益

百万円 ％ 円　　銭
15年 9月中間期 293 140.2 5.80
14年 9月中間期 122 - 2.41
15年 3月期 431 8.54
(注)①期中平均株式数    15年 9月中間期    50,585,975 株   14年 9月中間期    50,591,524 株   15年 3月期    50,590,339 株
     ②会計処理の方法の変更　　 無
     ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)配当状況
１株当たり
中間配当金

１株当たり
年間配当金 （注）15年 9月中間期中間配当金内訳

円　銭 円　銭    記念配当        －  円 － 銭

15年 9月中間期 － －    特別配当        －  円 － 銭

14年 9月中間期 － －
15年 3月期 － 0.00

(3)財政状態
       　総  資  産        株  主  資　本 株主資本比率 １株当たり

株主資本
百万円 百万円 ％ 円　　銭

15年 9月中間期 34,088 16,167 47.4 319.63
14年 9月中間期 33,803 15,016 44.4 296.83
15年 3月期 34,495 15,294 44.3 302.34
(注)①期末発行済株式数　15年 9月中間期     　50,584,741 株　14年 9月中間期     　50,590,570 株　15年 3月期     　50,587,248 株

 　 ②期末自己株式数　　15年 9月中間期          　9,692 株　14年 9月中間期          　3,863 株　15年 3月期          　7,185 株

２. 16年 3月期の業績予想（ 平成 15年 4月 1日  ～  平成 16年 3月 31日 ）
　 　　　　  売   上   高 　　　経　常　利　益 　　当　期　純　利　益   １株当たり年間配当金

期　　末
百万円 百万円 百万円 円　　銭 円　　銭

通　　期 29,000 2,300 1,400 － －
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   27 円 68 銭 

(注)①期末配当金につきましては、今般の経営統合計画を踏まえ、総合的に検討します。
     ②本資料における予想、見通し、計画等は、現時点における事業環境に基づくものであり、今後の事業環境の
　　    変化により実際の業績が異なる可能性があります。
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６．中間個別財務諸表等 

 

 （１）中間貸借対照表 

                                         （百万円未満切捨て） 
当中間期 前  期 前年中間期                  期  別 

  科  目 （15年 9月 30日）（15年 3月 31日）
前期末比較増減 

（14年 9月 30日）

（ 資 産 の部）           百万円           百万円           百万円           百万円 

流動資産         15,968        17,431      △   1,462          15,702  

    現 金 及 び 預 金           2,145        3,206     △   1,060          2,131 

    受 取 手 形            888          739            148            915 

    売 掛 金          7,046        7,517     △     471          6,547 

   （ た な 卸 資 産 ）         (4,463)      ( 4,286)   (        177)         (4,242) 

    製 品          1,535        1,588     △      53          1,519 

    半 製 品            149          149     △       0            150 

    部 分 品          2,534        2,382            152          2,334 

    仕 掛 品            244          165             78            239 

    繰 延 税 金 資 産          1,038        1,194     △     156          1,468 

    未 収 金            318          436     △     118            308 

    そ の 他流動資産             71           57             14             93 

    貸 倒 引 当 金     △       4   △       7              2     △       6 

     

固定資産         18,119        17,063           1,056          18,100  

  有形固定資産         10,450        10,456      △       6          10,714  

    建 物          1,954        2,012     △      57          2,077 

    構 築 物             63           67     △       3             71 

    機 械 及 び 装 置            376          410     △      33            466 

    車 両 運 搬 具              0            0             －              0 

    工 具 器 具 備 品          1,077          991             85          1,127 

    土 地          6,971        6,971             －          6,971 

  建 設 仮 勘 定              5            1              3             － 

  無形固定資産          1,675         1,442            233           1,347  

    施 設 利 用 権             13           13     △       0             13 

   ソ フ ト ウ ェ ア          1,662        1,429            233          1,334 

 投資その他の資産          5,994        5,165            828          6,038 

   投 資 有 価 証 券          3,016        2,040            975          2,625 

    子 会 社 株 式          1,302        1,296              6          1,376 

    子会社長期貸付金            636          699     △      63            947 

    長 期 前 払 費 用            399           41            358             26 

    繰 延 税 金 資 産            490          880     △     390            840 

    そ の 他 投 資 等            241          353     △     112            369 

    貸 倒 引 当 金     △      92   △     147             54     △     146 

資 産 合 計         34,088       34,495     △     406         33,803 

（注）有 形 固 定 資 産         19,002       18,949             52         19,376 

      減価償却累計額            
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当中間期 前  期 前年中間期                 期  別 
  科  目 （15年 9月 30日）（15年 3月 31日）

前期末比較増減 
（14年 9月 30日）

（ 負 債 の部）           百万円           百万円           百万円           百万円 

流動負債         12,677          14,014      △   1,337          11,845  

    支 払 手 形            488            476             12            519 

    買 掛 金          2,606          2,801     △     194          1,742 

    短 期 借 入 金          6,640          7,760     △   1,120          8,220 

    長 期 借 入 金            210            416     △     206            556 

    (1 年内返済予定)     

    社             債          1,500          1,500             －             － 

    (1 年内償還予定)     

    未 払 金            580            330            250            167 

    未 払 費 用            549            636     △      87            571 

    未 払 法 人 税 等              4             10     △       5              4 

    未 払 消 費 税 等             39             39     △       0             23 

    そ の 他流動負債             57             43             13             41 

     

固定負債          5,243           5,186              57           6,941  

    社             債          1,000          1,000             －          2,500 

    長 期 借 入 金             －             72     △      72            210 
再評価に係る繰延税金負債          2,395          2,395             －          2,454 

    退職給付引当金          1,648          1,465            182          1,546 
役員退職慰労引当金            145            198     △      52            176 

    そ の 他固定負債             53             53             －             53 

負 債 合 計         17,920         19,200     △   1,280         18,786 

（ 資 本 の部）     

資 本 金          7,645           7,645              －           7,645  

資本剰余金          5,582           5,582              －           5,582  

    資 本 準 備 金          2,000          5,582    △    3,582          5,582 

    その他資本剰余金          3,582             －          3,582             － 

利益剰余金    △      880     △    1,174             293     △    1,483  

    利 益 準 備 金             －            566    △      566            566 

    特別償却準備金              3              5    △        1              5 

    固定資産圧縮積立金              0              3    △        3              3 

    別 途 積 立 金            800            800             －            800 

    中間(当期)未処理損失          1,684          2,549    △      864          2,859 

土地再評価差額金          3,447           3,447              －           3,389  

その他有価証券評価差額金            375     △      205             581     △      115  

自 己 株 式    △        2     △        1     △        0     △        0  

資 本 合 計         16,167         15,294            873         15,016 

負債及び資本合計         34,088         34,495    △      406         33,803 
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（２）中間損益計算書 

                                             （ 百万円未満切捨て） 
当中間期 前年中間期 前  期                    期  別 

  科  目 (15 年 4 月～15 年 9 月) (14年4月～14年9 月)
比 較 増 減 

(14 年 4 月～15 年 3 月) 

           百万円           百万円        百万円           百万円 

経常損益の部     

     

  営 業 損 益     

    売 上 高          12,897           13,194     △     296         27,623  

    売 上 原 価           9,890           10,370     △     479         21,290  

      売 上 総 利 益           3,006           2,824           182          6,332 

    販売費及び一般管理費           2,413            2,254            159          4,304  

      営 業 利 益              593             569            23          2,027 

     

  営 業 外 損 益     

    営 業 外 収 益             188              116             72            163  

      受取利息・配当金             117              86            31             98 

      その他営業外収益              71              30            40             64 

    営 業 外 費 用             324              446     △     122            733  

      支 払 利 息              90             118    △      27            220 

退職給付会計基準 
変更時差異償却額 

             98             180    △      82            320 

      その他営業外費用             135             147    △      11            192 

     

      経 常 利 益              458             240           217          1,457 

特別損益の部     

    特 別 利 益               2               94    △      92            208  

   固 定 資産売却益                0              －             0              0 

      投資有価証券売却益               2              94    △      92             94 

   厚生年金基金代行部分返上益              －              －            －            113 

    特 別 損 失              19               56     △      36            778  

      固 定 資 産 除 却 損              15              32    △      17             48 

      投資有価証券売却損              －              －            －             71 

      投資有価証券評価損              －              12    △      12            544 

      子 会 社 整 理 損              －              －            －             98 

      会 員 権 売 却 損               4              －             4             － 

      会 員 権評価損等               －              10    △      10             15 

     

     税引前中間(当期)純利益             440             278           161            887 

    住 民 税               4               4             0             10 

  法 人 税 等 調 整 額             142             152    △      10           445 

計             147             156    △       9            456 

     

        中間(当期)純利益             293             122           171            431 

     

    前 期 繰 越 損 失           2,544          2,981    △     436          2,981 

    利 益 準備金取崩額            566             －           566             － 

    中間(当期)未処理損失           1,684           2,859    △   1,174          2,549 
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 （３）中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

① 資産の評価基準及び評価方法 

      (ｱ) 有価証券 

a.子会社株式及び関連会社株式････ 移動平均法による原価法 
b.その他有価証券 

          ｲ.時価のあるもの････････････････ 中間決算末日の市場価格等に基づく時価法 
                         （評価差額は全部資本直入法により処理し、売却 
                                                  原価は移動平均法により算定） 
          ﾛ.時価のないもの････････････････ 移動平均法による原価法 
     (ｲ) たな卸資産 

a. 製品・半製品･･･････････････････ 移動平均法による原価法 
b. 部分品・材料・貯蔵品･･･････････ 最終仕入原価法 
c. 仕掛品･････････････････････････ 個別法による原価法 

    ②  固定資産の減価償却の方法 
    (ｱ) 有形固定資産････････････････････ 定率法 
(ｲ) 無形固定資産 
a. 機器組込みソフトウェア･････････ 販売可能な見込有効期間に基づく償却方法 
b. 自社利用ソフトウェア･･･････････ 自社における利用可能期間(５年)に基づく定額法 
c. 上記以外の無形固定資産･････････ 定額法 

    (ｳ) 長期前払費用････････････････････ 定額法 
    ③  引当金の計上基準 
      (ｱ) 貸倒引当金 
      売掛債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒 

懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上してお 
ります。 

    (ｲ) 退職給付引当金 
      従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務および年金資産の見込 
      額に基づき、当中間会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。 
      なお、会計基準変更時差異（６，０６０百万円）については、１５年による按分額を費用処 

理しております。過去勤務債務の額については、発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の 
一定の年数（３年）による按分額を発生年度から費用処理することとしており、また、数理 
計算上の差異については、発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(１０年)に 

よる按分額を翌事業年度から費用処理することとしております。 
    (ｳ) 役員退職慰労引当金 
      役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく中間期末要支給額を計上しております。 
   ④ リース取引の処理方法 
     リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につ 
     いては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
   ⑤ 消費税等の会計処理 
     消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 
  
 

  〔リース取引関係〕 

        当社は、証券取引法第27条の 30の 6の規定に基づき電子開示手続きを行っておりますので記載 

を省略しております。 

 


